
 ①検討の流れ 

５)評価手法 
 

○既往の国調査を踏まえたうえで、整備
計画の深度化を行う。 

 
○人口や開発計画など最新の調査結
果等を用いて、 路線毎に需要予測を
行い、費用対効果および収支採算性
を試算する。 

 
○試算結果を踏まえ、整備のあり方につ
いて、とりまとめを行う。 

□事業の定量的な評価に必要となる前提条件等の整理 
・広域交通計画 
・沿線の状況や将来像（人口、企業集積、開発計画、集客施設など） 
・サービスレベル（運賃・ダイヤ・乗換ルート） 
・建設計画（線形、構造、建設事業費） 
                            など 

□利用者数の検討（需要予測） 
・予測ケースの整理 
・予測モデルの精度向上（前回地交審モデルからの改善） 
・最新調査実績（Ｈ２２国勢調査・Ｈ２２PT調査）の反映 
・利用者数の予測 

 

□費用対効果の検討 
・開業後の見通し 
・Ｂ／Ｃの算定 
 
 
  
 

 

□収支採算性の検討 
・開業後の見通し 
・無償資金比率の算定と評価 
 
  

 
費用対効果 
無償資金比率 

□事業化方策の検討    

 
・ 整備計画の精査 
・ 国庫補助制度の改善 
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 ②需要予測 (1)  - 需要予測モデル 

５)評価手法 

○ 需要予測モデルは、前回答申においても用いられた４段階推定法を用いる 
○ ベースとなる国勢調査やパーソントリップ調査等は最新の調査結果を用いる 
○ 空港旅客の移動行動を評価するモデルを導入 

平成16年10月 

・統計の更新 
・空港アクセスモデルの導入 
・発生・分布モデル見直し 
・パラメータ再推定 
・その他 

近畿地方交通審議会答申第８号 
需要予測モデル 答申時の提案路線の検討 

本検討での 
需要予測モデル 

今回 

対象３路線の検討 
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 ②需要予測 (２) 
   - 将来人口予測 

５)評価手法 

○ 将来人口は、過去のトレンドを基
づき将来推計を行っている国立
社会保障・人口問題研究所の市
区町村別人口予測値を基本に
する。 

 
○ 都心部においては、近年の利便

性が高い都心居住の傾向を反
映する。 

 
○ 一方で、過去のトレンドで表せな

い将来の開発計画について、該
当地域の将来人口に反映する。 

平成25年社人研推計人口 

将来市区町村別 

男女別年齢階層別 

常住人口 

市区町村別 

男女別年齢階層別 

就業率(就業人口/常住人口) 

就学率(就学人口/常住人口) 

将来市区町村別 

男女別年齢階層別 

就業人口・就学人口 

府県別 

就従率(従業人口/就業人口) 

就学従学率(従学人口/就学人口) 

将来市区町村別 

常住人口・就業人口・従業人口・ 

就学人口・従学人口 

開発計画 

常住人口・ 

従業人口・学生数 

将来市区町村別 

男女別年齢階層別 

従業人口・従学人口 

近畿計でコントロールトータル 

   就業人口計＝従業人口計 

   就学人口計＝従学人口計 

将来市区町村別（開発計画考慮前） 

常住人口・就業人口・従業人口・ 

就学人口・従学人口 

平成22年国勢調査結果 

現況市区町村別 

男女別年齢階層別 

常住人口・就業人口・従業人口・ 

就学人口・従学人口 

地域比で配分 

＝第１段階＝ 
人口動態等の 
トレンドに 
よる算定 

＝第２段階＝ 
新たな人口 
移動を踏ま 
えた算定 

市区町村別 

地域比（府県に対する当該市区町

村の従業人口もしくは従学人口） 
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 ②需要予測（３） 
   - 開発計画 

５)評価手法 

○ 開発計画については、 
   うめきた地区や臨海部など、予

測年次における計画の進捗を 
   推計して、常住人口、従業人口、

従学人口を設定する。    
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